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1.  平成25年3月期の連結業績（平成24年4月1日～平成25年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期 51,720 △7.8 △3,192 ― △2,067 ― △8,552 ―
24年3月期 56,116 △23.3 5,024 △38.1 5,121 △31.3 1,068 △47.6

（注）包括利益 25年3月期 △5,795百万円 （―％） 24年3月期 1,178百万円 （△13.8％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年3月期 △137.86 ― △19.5 △3.1 △6.2
24年3月期 17.03 ― 2.2 7.4 9.0

（参考） 持分法投資損益 25年3月期  ―百万円 24年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期 62,376 43,135 64.2 647.45
24年3月期 70,809 50,195 67.0 761.54

（参考） 自己資本   25年3月期  40,045百万円 24年3月期  47,468百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

25年3月期 2,689 △7,691 2,105 5,284
24年3月期 9,513 △8,511 160 7,583

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年3月期 ― 10.00 ― 5.00 15.00 940 88.1 2.0
25年3月期 ― 10.00 ― 5.00 15.00 927 ― 2.1
26年3月期(予想) ― 5.00 ― 10.00 15.00 61.9

3. 平成26年 3月期の連結業績予想（平成25年 4月 1日～平成26年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 25,000 △16.9 500 △77.9 500 △75.2 250 △87.0 4.04
通期 60,000 16.0 2,500 ― 2,500 ― 1,500 ― 24.25

simkeiri
新規スタンプ



※  注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年3月期 62,954,924 株 24年3月期 62,954,924 株
② 期末自己株式数 25年3月期 1,104,138 株 24年3月期 623,425 株
③ 期中平均株式数 25年3月期 62,032,285 株 24年3月期 62,682,245 株

（参考）個別業績の概要 

平成25年3月期の個別業績（平成24年4月1日～平成25年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期 29,635 △26.2 △1,388 ― 804 △65.5 △5,243 ―
24年3月期 40,131 △25.7 1,582 △25.7 2,330 14.6 267 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

25年3月期 △84.53 ―
24年3月期 4.26 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期 39,874 26,434 66.3 427.38
24年3月期 49,386 33,278 67.4 533.89

（参考） 自己資本 25年3月期  26,434百万円 24年3月期  33,278百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財務諸表の監査手続きは終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についてのご注意） 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、当社と
してその実現を約束する趣旨のものではありません。実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績
予想のご利用にあたっての注意事項等については、４ページ「1.経営成績1-（1）経営成績に関する分析」をご参照下さい。 
 
（決算補足説明資料及び決算説明会内容の入手方法） 
決算補足説明資料は、平成25年4月24日（水）に当社ホームページに掲載する予定です。 
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１．経営成績 

 １－（１）経営成績に関する分析 

当連結会計年度におけるわが国経済は、欧州、中国など海外景気の減速を受けて輸出が減

少、国内消費マインドの低迷もあり、鉱工業生産指数が低水準で推移するなど、景気後退局面が

続きました。しかしながら、年度後半には米国、中国の景気減速に歯止めがかかり、自動車・輸送

機器やスマートフォン生産向け半導体製造装置関連の輸出が増勢に転じ、また第４四半期に入

ると“円安・株高”が進み、デフレからの脱却期待が高まるなど、国内景気の先行きに明るい観測

も出始めました。 

その一方、欧州における緊縮財政、雇用・所得環境の悪化、中国の不動産規制が景気へ与え

る影響、日本国内でもエネルギー関連価格の上昇などが景気回復へのマイナス圧力となることが

懸念されております。また、産業別・市場別に見ると、その好不調の色分けは鮮明となっており、

更に新興国企業との熾烈な価格競争やアジア地域での労務費高騰といった問題も依然として続

いていることからも、わが国製造業を取り巻く環境は予断を許さぬ状況にあります。 

    こうした情勢の中、当社グループでは、現行製品の売上・利益増を図ると同時に今後の成長発

展が期待できる新たな市場への進出に注力しております。その主たる対象が、“エコ・省エネ”、

“安心・安全”、“車載”、“健康・医療”などの分野であり、“高機能・高品質”、“ハーフプライス”、

“軽薄短小”といったマーケット・ニーズに応え得る競争力のある製品を開発し、ビジネス・ポート

フォリオの転換に向けた取り組みを進めております。 

    しかしながら、景気低迷の状況下、特にコンパクト型デジタルカメラ市場の下振れもあり、大口

顧客からの商量減・納期延伸、各種製品の低価格化の進行等により売上減となりました。 

この結果、当社グループの当連結会計年度における売上高は 517 億 20 百万円（前年同期比

7.8％減）、営業損失は 31 億 92 百万円（前年同期は 50 億 24 百万円の営業利益）、経常損失は 

20 億 67 百万円（同 51 億 21 百万円の経常利益）、当期純損失 85 億 52 百万円（同 10 億 68 百

万円の純利益）となりました。 

 

セグメントの業績は次のとおりであります。 

 

光学電子機器関連事業 

光学機器関連は、主力事業であるデジタルカメラ市場の変動が売上に大きく影響いたしました。

特に、スマートフォンの急速な普及や中国における日本製品不買運動等によってコンパクト型デ

ジタルカメラの出荷数が大幅に減少し、一部のカメラ・メーカーでは生産調整を余儀なくされたこ

と等から、当社のコンパクト型デジタルカメラ向けシャッターは売上減となりました。また、デジタル

一眼カメラの新製品に搭載されるシャッターおよび交換レンズについても一部の機種で在庫調整

が発生したこともあり、売上は伸び悩みました。 

その一方で、次期に向けた大型案件の開発依頼も増えてきており、手振れ補正機構付きシャッ

ター、高級コンパクトカメラ向け高倍率用シャッター等の高付加価値製品の拡販、更に着実に市

場規模を拡大しているデジタル一眼カメラ、とりわけミラーレス・タイプ向けのシャッター、交換レン

ズやモーターをはじめとする関連製品の開発・拡販に注力してまいります。 

ビジネス・ポートフォリオ転換の進捗状況については、スマートフォン用手振れ補正ユニット、

バックモニター用車載レンズをはじめとする新市場向け製品の開発が進み、新規受注も出てきて

いることから、今後の売上拡大につなげるべく更に幅広い営業活動を行ってまいります。 
電子機器関連は、デジタルカメラ用ズームモーターがコンパクト型デジタルカメラ市場の低迷

日本電産コパル㈱　（7756）　平成25年3月期　決算短信

- 2 -



によって前期比売上減となりました。しかしながら、携帯電話市場では新興国顧客向け振動モー

ターの拡販活動の成果が出始めており、引き続き競争力を高めた製品開発を進め、受注の拡大

に注力してまいります。 

また、電動アシスト自転車向けパワー系モーターの供給や車載、医療機器用の駆動ユニットの

引き合いも増加傾向にあり、ビジネス・ポートフォリオ転換に資する製品の開発・顧客開拓を加速

いたします。 

 部品関連につきましては、金属外装等がコンパクト型デジタルカメラ市場の販売不振、価格

下落の影響、客先在庫調整等により売上減となりました。 

金型関連は、新興国メーカーとの価格競争が一段と激化しておりますが、当社の精密技術力

を武器とした二輪、車載等の新分野での受注案件の安定化が見え始めており、今後更なる差別

化で販売拡大に取り組んでまいります。 
     この結果、光学電子機器関連事業の売上高は前期比 4.9％減の 476 億 88 百万円となり、

営業利益（全社費用等控除前）は前期の営業利益 68 億 72 百万円から 8 億 63 百万円の営

業損失となりました。 

 

   システム機器関連事業 

    システム機器関連では、引き続きスマートフォン向け生産設備用装置が堅調に推移しました

が、世界的な景気減速を反映し、工作機械向け装置組立等の受注減や実装機向けユニット等の

在庫調整もあり、システム機器全体として大幅な売上減となりました。 

一方では、事業の柱として期待しているＩＤ（身分証明）カード用レーザーマーカーはセキュリ

ティー市場への関心の高まりから、新興国をはじめとして世界各国からの引き合い・商談も増え始

めております。しかしながらシステム製品の売上が産業機器製品の落ち込みをカバーするには至

りませんでした。 

     この結果、システム機器関連事業の売上高は前期比 32.2％減の 40 億 31 百万円となり、

営業利益（全社費用等控除前）は前期比 82.8％減の 82 百万円となりました。 

 

今後の見通しにつきましては、輸出環境の改善や経済対策の効果等を背景に景気回復が

期待されるものの、欧米経済の先行き、為替や株価の動向、あるいはエネルギー・コスト

の上昇、更に新興国企業との競争激化など、楽観できぬ経営環境はいましばらく続くもの

と思われます。 

こうした中で当社グループは、厳しい経済情勢においても健全な事業運営を可能とする

経営基盤の構築と持続的成長を目指し、新たな市場への参入を核とするビジネス・ポート

フォリオの転換、より強靭で筋肉質な企業体質への事業構造改革等の課題に取り組んでま

いります。 

 

     なお、次期の業績見通しにつきましては、連結売上高 600 億円、連結営業利益 25 億円、

連結経常利益 25 億円、連結当期純利益 15 億円を予想しております。 

為替相場につきましては、引き続き極めて不安定な状況下にありますが、次期の為替

レートは計画上 90 円／1米ドルと想定しております。 
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次期セグメントの見通しは次のとおりであります。 

 

光学電子機器関連事業 

     光学機器関連は、次期に向けたビジネス・ポートフォリオの転換活動の一つ、スマート

フォン用手振れ補正ユニットにおいて、現在量産化技術の確立を進めており、次期第１四

半期からの立上げ・増産に向けての準備に取り組んでいます。 

また、モバイル機器用差別化レンズ、新規市場向け光学系の開発も同時に進めており、

受注確定および商量拡大のために幅広い営業活動に努めてまいります。 

     電子機器関連は、より一層の業容拡大を図るべく、スマートフォン、タブレット端末に

向けての振動モーター新製品の開発、市場投入を行い、かつ、新興国はじめ成長地域の顧

客に対する密着営業を強化すべく拠点の再整備を図り、グローバルな営業戦略を展開して

まいります。また、パワー系モーター、コアレスモーター等の新製品開発を加速させ、二

輪、車載、医療機器、セキュリティー、産業機器市場での売上増に注力いたします。 

部品・金型関連では、“部品事業拡大戦略”に基づき国内営業、中国営業、アジア営業

の３拠点体制を敷いたことが奏功し、光学機器部品、新分野の二輪、車載、医療機器、セ

キュリティー、産業機器市場向け新製品案件が受注に結びつくケースが増加傾向にありま

す。今後も、当社部品事業の特長を活かした営業活動を更に加速し、販売拡大に努めます。 

 

   システム機器関連事業 

     システム機器関連につきましては、スマートフォン関連の設備投資に注視して売上拡大

に努めてまいります。また、ＩＤカード用レーザーマーカーは、世界的にセキュリティー市場へ

の関心が高まる中、新興国をはじめとして多数の国々からの引き合いが増えることが見込まれるこ

とから、次期以降のシステム機器関連事業の売上増に寄与すべく、顧客ニーズへのきめ細かい

対応をはじめ、製品ラインアップを進めていきます。 

 

   〈 業績の予想に関する注意事項 〉 

     この資料に記載している業績等の予想数字につきましては、現時点で得られた情報にも

とづいて算定しておりますが、多分に不確定な要素を含んでおります。 

     従いまして、実際の業績等は、業況の変化などによりこの資料に記載されている予想と

は大きく異なる場合がありますことをご承知おきください。 

 

１－（２）財政状態に関する分析 

 ①資産、負債及び純資産の状況 

(資産の部) 

当連結会計年度末の流動資産は、売掛金及びたな卸資産の減少並びに繰延税金資産の回

収可能性を検証した結果による取崩等により、前連結会計年度末に比べて 107 億 65 百万

円減の 262 億 51 百万円となりました。固定資産は、新本社ビルの建設等により、前連結

会計年度末に比べて 23 億 32 百万円増の 361 億 25 百万円となりました。 

この結果、当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末に比べて 84 億 33

百万円減少し、623 億 76 百万円となりました。 
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(負債の部) 

流動負債は、支払手形及び買掛金の減少等により、前連結会計年度末に比べて 21 億 38

百万円減の 169 億 72 百万円となりました。固定負債は、前連結会計年度末に比べて 7 億

64 百万円増の 22 億 68 百万円となりました。 

この結果、当連結会計年度末における負債合計は、前連結会計年度末に比べて 13 億 73

百万円減少し、192 億 41 百万円となりました。 

(純資産の部) 

純資産は、当期純損失 85 億 52 百万円の計上や配当金 9 億 30 百万円があり、為替換算

調整勘定の影響等もありましたが、前連結会計年度末に比べて 70 億 59 百万円減の 431

億 35 百万円となりました。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末の現金及び現金同等物は 52 億 84 百万円となり、前連結会計年度末と

比較して 22 億 98 百万円の減少となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純損失71億10百万円に対し、

減価償却費、構造改革費用等の計上や売上債権の減少により、仕入債務の減少等があった

ものの、26 億 89 百万円の増加となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、新本社ビルの建設など固定資産の取得による支

出等により、76 億 91 百万円の減少となりました。 

また、財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の増加及びセールス・アンド・

リースバックによる収入により、配当金の支払等があったものの、21 億 5 百万円の増加と

なりました。 

 

当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは、下記の通りであります。 

 平成 21 年

3月期 

平成 22 年

3月期 

平成 23 年

3月期 

平成 24 年 

3 月期 

平成 25 年

3月期 

自己資本比率 76.5% 69.0% 72.0% 67.0% 64.2%

時価ベースの自己資本比率 69.0% 119.5% 94.4% 95.1% 63.2%

ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ対有利子負債比率 21.6% 7.5% 11.9% 27.1% 223.6%

インタレスト・カバレッジ・レシオ 443.4 443.6 395.1 614.5 123.3

自己資本比率 ：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

 

（注 1）いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 

（注 2）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。 

（注 3）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを使用しています。 

（注 4）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全

ての負債を対象としております。 
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１－（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

     株主配当につきましては、株主への利益還元を充実させていくことを経営上の重要課題

の一つとして位置づけており、「業績に対応した配当」を行うことを基本としつつ、配当

性向や今後の事業展開に備えるための内部留保の充実に加え、安定性・継続性などを勘案

して決定する方針を採っております。この方針に基づき、当期末の配当金は、当期業績を

総合的に勘案し、1株当たり 5円を予定しております。当期は 1株当たり 10 円の中間配当

を実施しておりますので、これにより年間配当金は 1 株当たり 15 円となります。なお、

次期の配当金につきましては年間 1株当たり 15 円を予定しております。 

 

２．経営方針 

２－（１）会社の経営の基本方針 

当社グループは、独創的かつ高度な製品開発力、精密加工技術力、生産技術力等を通じて

主力マーケットであるカメラ業界や通信機器業界に加え、今後の成長性が期待できる車載、

医療機器等のテーマ性をもった産業分野に価値ある技術・製品を提供していくとともに、モ

ジュール化やシステム化などに対応し、顧客の利便性向上や付加価値を高めることで、社会

貢献を果たし、持続的成長を実現する企業を目指すことを基本方針としております。 
全社にわたって基本方針を徹底させるとともに、企業価値を極大化すべく、次の理念を

もって経営に努めてまいります。 
① キャッシュ・フロー重視（構造改革推進による高効率経営の徹底） 
② ビジネス・ポートフォリオ転換の加速（高成長性市場への積極的投資） 
③ グローバル事業展開（新興国向け販売ネットワークの強化、グローバル人材の創生） 

 

２－（２）目標とする経営指標 

   当社グループは、高成長と高付加価値の指標として、「売上高」と「営業利益率」を重視

しております。 

   売上高では 1,000 億円、営業利益率は安定した投資活動（キャッシュフローの確保）を

行っていくために 10％以上を目標としてまいります。 

なお、平成 26 年 3 月期に目標の達成を考えておりましたが、マーケット環境の著しい

変化により見直しを行っております。 
 

２－（３）中長期的な会社の経営戦略 

    当社グループは、現在および今後の世界市場の動向、わが国の製造業を取り巻く環境変

化に対応し、以下の主たる成長戦略を加速させてまいります。 

① 事業部門別戦略 

光学機器部門は、デジタルカメラ市場においては、高機能が求められる一眼カメラ向け

シャッター、交換レンズ製品に特化するとともに、今後中長期的に成長の見込めるモバイ

ル機器、セキュリティー、産業機器、車載機器市場等に向けて、昨年発足しました新規事

業開発本部と連携を図り、デジタル・オプティカルユニット（ＤＯＵ）の新製品やシステ

ム製品を積極展開し、ビジネス・ポートフォリオ転換を加速してまいります。 

電子機器部門では、振動モーターは、高付加価値の新製品開発によるマーケットシェア

のアップ、複合モーター（モーターにギアとセンサー等を組み合わせたユニット製品）に
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ついては、一眼カメラや産業機器市場での拡大、更にパワー系モーター製品等を二輪車・

車載をはじめテーマ性のある成長市場に積極展開いたします。 

部品部門は、既存事業ではデジタルカメラ等の金属外装や一眼カメラ用切削部品（鏡

筒・マウント）と同製品の周辺部品の深掘りを図る一方、精密金型から表面処理・組立ま

での一貫生産体制の強みを生かし、“エコ・省エネ”、“安心・安全”、“健康・医療”といっ

た、今後の成長が期待できる新市場へ積極的にスリー新製品を投入してまいります。 

システム機器部門は、搬送技術、大型設備製造技術、プリンティングおよびセンシング

技術等を活用して、工作機械市場やセキュリティー、アミューズメント関連製品等への進

出・事業化を進めております。 

 

② Ｍ＆Ａ戦略 

各事業部門別戦略の早期実現のため、Ｍ＆Ａによる事業規模拡大や競争力強化、技術獲

得等を視野に入れた戦略を構築してまいります。 

③ 拠点戦略 

国内外事業所のあるべき体制構築に向け、国内拠点の機能見直しや特に海外生産拠点は

コア拠点（タイ、中国、ベトナム）への集約による効率化を推進すると同時に、グローバ

ル・セールスネットワークを強化してまいります。 
  

２－（４）会社の対処すべき課題 

① ビジネス・ポートフォリオ転換の加速 

コンパクト型デジタルカメラ市場の縮小傾向の中、事業拡大のためには既存ビジネ

スの拡充とともに、新たな技術・製品をもって新市場・新顧客を開拓することが必須

であり、当社の特長であるオプトメカトロニクス技術をベースに、新たな差別化技術

の開発を進め、成長市場への新規参入および商量アップを目指します。同時に品質革

新の遂行、サプライチェーンの見直し、部品内製化や省力化・合理化による付加価値

の向上や原価改善策を徹底推進し、マーケット状況に柔軟に対応できる生産体制の整

備等を一層推進してまいります。 

② 企業構造改革の加速 

         昨今の韓国、中国、台湾企業の台頭には目覚しいものがあり、グローバル競争は激

しさを増す一方です。また、新興国市場で成功している製品は概してローエンドから

ミドルエンド価格帯に属していることから、こうした状況に打ち勝っていくために当

社グループでは企業構造改革を加速いたします。すなわち、国内体制はスリム化し、

製造部門のみならず、開発・設計、生産技術、品質管理等の機能をも海外拠点へ移管

するとともに、海外拠点の集約や最適地生産による効率化を推し進め、コストやスピー

ド、サービス面でもアジア勢との競争に勝てる企業構造の構築に努めてまいります。 

③ グローバル営業体制の拡充と人材育成 

 新興国を中心に今後の伸長が確実視される国・地域や市場、成長企業の所在地に営業 

拠点を配置し、グローバル・セールスネットワークの拡充を図ります。 

こうした戦略を実現するために能力・知見に富む人材の積極的な採用・登用、実力実 

績主義に基づいた人事制度・教育プログラムの充実化によって世界を舞台に活躍できる

社員を育成し、国籍・性別・キャリアを問わずステップアップできる企業風土の醸成、

組織の活性化を進めてまいります。 
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３．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,583 5,284

受取手形及び売掛金 15,924 8,895

電子記録債権 114 58

親会社株式 － 765

商品及び製品 906 1,003

仕掛品 5,537 5,324

原材料及び貯蔵品 3,696 2,548

繰延税金資産 1,685 780

その他 1,572 1,594

貸倒引当金 △4 △3

流動資産合計 37,017 26,251

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 5,701 10,169

機械装置及び運搬具（純額） 8,467 9,754

工具、器具及び備品（純額） 3,804 4,290

土地 3,608 3,686

リース資産（純額） 211 883

建設仮勘定 4,132 814

有形固定資産合計 25,926 29,598

無形固定資産 226 235

投資その他の資産   

投資有価証券 2,067 637

出資金 56 57

繰延税金資産 252 229

前払年金費用 5,163 5,273

その他 100 93

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 7,639 6,290

固定資産合計 33,792 36,125

資産合計 70,809 62,376
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 11,738 7,242

短期借入金 2,248 5,090

リース債務 154 254

設備関係未払金 1,883 1,263

未払法人税等 316 339

賞与引当金 504 565

その他 2,264 2,215

流動負債合計 19,110 16,972

固定負債   

リース債務 178 667

繰延税金負債 579 781

退職給付引当金 562 531

債務保証損失引当金 17 17

負ののれん 34 31

その他 132 238

固定負債合計 1,503 2,268

負債合計 20,614 19,241

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,080 11,080

資本剰余金 12,524 12,524

利益剰余金 26,571 17,088

自己株式 △603 △937

株主資本合計 49,572 39,756

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 167 △168

為替換算調整勘定 △2,272 458

その他の包括利益累計額合計 △2,104 289

少数株主持分 2,727 3,089

純資産合計 50,195 43,135

負債純資産合計 70,809 62,376
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

売上高 56,116 51,720

売上原価 45,256 48,839

売上総利益 10,859 2,881

販売費及び一般管理費 5,834 6,073

営業利益又は営業損失（△） 5,024 △3,192

営業外収益   

受取利息 18 21

受取配当金 57 44

為替差益 － 981

負ののれん償却額 2 2

固定資産賃貸料 56 129

助成金収入 323 143

その他 76 95

営業外収益合計 534 1,417

営業外費用   

支払利息 15 21

為替差損 18 －

固定資産賃貸費用 11 19

一時帰休労務費 371 202

その他 20 49

営業外費用合計 437 292

経常利益又は経常損失（△） 5,121 △2,067

特別利益   

固定資産売却益 61 111

固定資産受贈益 145 －

投資有価証券売却益 － 186

受取保険金 5,760 －

その他 0 2

特別利益合計 5,968 300

特別損失   

固定資産除売却損 121 263

固定資産圧縮損 145 －

たな卸資産処分損 － 564

災害による損失 6,294 －

事業整理損 2,388 －

事業構造改善費用 381 4,404

その他 － 110

特別損失合計 9,331 5,343

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

1,759 △7,110

法人税、住民税及び事業税 616 324

法人税等還付税額 △208 △15

法人税等調整額 △12 1,130

法人税等合計 395 1,439

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

1,363 △8,550

少数株主利益 295 1

当期純利益又は当期純損失（△） 1,068 △8,552
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（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

1,363 △8,550

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △137 △336

為替換算調整勘定 △48 3,091

その他の包括利益合計 △185 2,754

包括利益 1,178 △5,795

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 899 △6,158

少数株主に係る包括利益 278 362
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 11,080 11,080

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 11,080 11,080

資本剰余金   

当期首残高 12,524 12,524

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,524 12,524

利益剰余金   

当期首残高 26,602 26,571

当期変動額   

剰余金の配当 △1,099 △930

当期純利益又は当期純損失（△） 1,068 △8,552

当期変動額合計 △31 △9,482

当期末残高 26,571 17,088

自己株式   

当期首残高 △167 △603

当期変動額   

自己株式の取得 △435 △334

当期変動額合計 △435 △334

当期末残高 △603 △937

株主資本合計   

当期首残高 50,040 49,572

当期変動額   

剰余金の配当 △1,099 △930

当期純利益又は当期純損失（△） 1,068 △8,552

自己株式の取得 △435 △334

当期変動額合計 △467 △9,816

当期末残高 49,572 39,756
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 304 167

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △137 △336

当期変動額合計 △137 △336

当期末残高 167 △168

為替換算調整勘定   

当期首残高 △2,241 △2,272

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △31 2,730

当期変動額合計 △31 2,730

当期末残高 △2,272 458

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △1,936 △2,104

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △168 2,393

当期変動額合計 △168 2,393

当期末残高 △2,104 289

少数株主持分   

当期首残高 2,448 2,727

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 278 362

当期変動額合計 278 362

当期末残高 2,727 3,089

純資産合計   

当期首残高 50,552 50,195

当期変動額   

剰余金の配当 △1,099 △930

当期純利益又は当期純損失（△） 1,068 △8,552

自己株式の取得 △435 △334

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 109 2,756

当期変動額合計 △357 △7,059

当期末残高 50,195 43,135
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

1,759 △7,110

減価償却費 3,363 3,784

負ののれん償却額 △2 △2

受取保険金 △5,760 －

災害損失 6,294 －

事業整理損失 2,388 －

事業構造改善費用 381 4,404

たな卸資産処分損 － 564

退職給付引当金の増減額（△は減少） 4 △37

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1 0

その他の引当金の増減額（△は減少） △246 45

受取利息及び受取配当金 △76 △65

支払利息 15 21

固定資産除売却損益（△は益） 60 152

投資有価証券売却損益（△は益） － △186

売上債権の増減額（△は増加） 1,503 7,491

たな卸資産の増減額（△は増加） △5,393 △628

未収入金の増減額（△は増加） △188 41

仕入債務の増減額（△は減少） 1,332 △5,076

未払金の増減額（△は減少） 101 △163

その他 △905 △69

小計 4,630 3,165

利息及び配当金の受取額 76 65

利息の支払額 △15 △21

法人税等の支払額 △756 △547

法人税等の還付額 299 26

保険金の受取額 5,279 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 9,513 2,689

投資活動によるキャッシュ・フロー   

固定資産の取得による支出 △8,538 △8,436

固定資産の売却による収入 26 172

投資有価証券の売却による収入 － 566

貸付けによる支出 － △4

貸付金の回収による収入 0 0

その他 △0 9

投資活動によるキャッシュ・フロー △8,511 △7,691

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,848 2,842

自己株式の取得による支出 △435 △334

セール・アンド・リースバックによる収入 － 684

リース債務の返済による支出 △151 △157

配当金の支払額 △1,099 △930

財務活動によるキャッシュ・フロー 160 2,105

現金及び現金同等物に係る換算差額 △7 598

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,155 △2,298

現金及び現金同等物の期首残高 6,427 7,583

現金及び現金同等物の期末残高 7,583 5,284
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 該当事項はありません。 

  

 １．連結の範囲に関する事項 

    (1）連結子会社数 12社 

     主要な連結子会社の名称 

      新潟日本電産コパル㈱ 

      日本電産コパル・タイランド㈱ 

      日本電産科宝（浙江）有限公司 

          日本電産コパル・ベトナム会社 

          日本電産コパル精密・ベトナム会社 

          日本電産コパル・マレーシア㈱ 

      日本電産コパル・フィリピン㈱ 

      科宝光電機器（上海）有限公司 

      米国日本電産コパル㈱ 

      日本電産科寶（香港）有限公司 

      コパル・ヤマダ㈱ 

      コパル・ヤマダ ベトナム会社 

       

   (2）主要な非連結子会社の名称等 

     主要な非連結子会社 

      ㈱コパル研究所他 

     （連結の範囲から除いた理由） 

      非連結子会社は、いずれも小規模であり、総資産・売上高・当期純損益（持分に見合う額）及び 

        利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためで 

        あります。  

  

  ２．持分法の適用に関する事項 

    (1）持分法適用の関連会社数 －社 

   (2) 非連結子会社㈱コパル研究所他に対する投資については、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に 

      及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法を適用せず原価法により評価 

      しております。 

  

  ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

    日本電産科宝（浙江）有限公司及び科宝光電機器（上海）有限公司の決算日は12月31日であります。 

  連結財務諸表の作成に当たって、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しておりま 

  す。 

  

  ４．会計処理基準に関する事項 

   (1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

    イ 有価証券 

    （イ）満期保有目的の債券 

       償却原価法（定額法）を採用しております。 

    （ロ）その他有価証券 

      時価のあるもの 

       決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は 

          移動平均法により算定）を採用しております。 

      時価のないもの 

       移動平均法に基づく原価法を採用しております。 

(5)連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）
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    ロ たな卸資産 

    （イ）製品・原材料・仕掛品 

       当社及び国内連結子会社は総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく 

          簿価切り下げの方法により算定）を、また、在外連結子会社は移動平均法による低価法を採用し 

     ております。 

   （ロ）貯蔵品 

      当社及び国内連結子会社は最終仕入原価法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に 

     基づく簿価切り下げの方法により算定）を、また、在外連結子会社は最終仕入原価法による低価 

     法を採用しております。 

  (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   イ 有形固定資産（リース資産を除く） 

     当社及び連結子会社は定額法を採用しております。 

     なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

     建物及び構築物     3年～65年 

     機械装置及び運搬具   5年～10年 

     工具、器具及び備品   2年～20年 

   ロ 無形固定資産（リース資産を除く） 

     定額法を採用しております。 

   ハ リース資産 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

  (3）重要な引当金の計上基準 

   イ 貸倒引当金 

     売掛金、貸付金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒 

    懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

   ロ 賞与引当金 

     従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上してお 

    ります。 

   ハ 退職給付引当金 

     従業員に対する退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の 

    見込額に基づき、退職給付引当金または前払年金費用を計上しております。 

     数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の 

    年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理してお 

    ります。 

     過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額 

    法により処理しております。 

   ニ 債務保証損失引当金 

     債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態等を個別に勘案し、損失負担見込額を計 

    上しております。 
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  (4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

     外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として 

    処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨 

    に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替 

    換算調整勘定及び少数株主持分に含めて計上しております。 

  (5）重要なヘッジ会計の方法 

   イ ヘッジ会計の方法 

      繰延ヘッジ処理によっております。 

   ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

      ヘッジ手段…為替予約 

      ヘッジ対象…外貨建金銭債権・債務 

   ハ ヘッジ方針 

      当社の社内規程に基づき、為替変動リスクをヘッジしております。 

   ニ ヘッジ有効性評価の方法 

      ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の 

     累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。 

  (6）のれんの償却方法及び償却期間 

     のれん及び負ののれん償却については、20年間の定額法により償却を行っております。 

  (7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

     手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少 

    なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

     なお、グループ全体での資金運用、調達を行うため、日本電産㈱へ預託しているCMS預け金及び外 

    貨預け金を資金の範囲に含めております。  

  (8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

   イ 消費税等の会計処理 

      税抜方式によっております。 
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１．報告セグメントの概要 

  当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、経営者が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。  

  当社は製品・サービスについてそれぞれ国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開している「光

学電子機器関連事業」、「システム機器関連事業」の２つを報告セグメントとしております。   

  「光学電子機器関連事業」は、カメラ用シャッター、レンズユニット及び精密小型モーター等を生産しており

ます。「システム機器関連事業」は、実装機、昇華型プリンター等を生産しております。 

   

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

  報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と概ね同一であります。          

  報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢

価格に基づいております。 

   

（セグメント情報等）

【セグメント情報】
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報  

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

                                     (単位：百万円)

  

（注）１.調整額の内容は以下のとおりであります。 

    セグメント利益                      （単位：百万円） 

※全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない親会社の本社部門及び基礎研究に係る費

用に係る費用であります。   

    セグメント資産                      （単位：百万円） 

※全社資産は、主に親会社での余資運用資金（現金及び有価証券）、長期投資資産（投資

有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。  

     

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。 

  

  光学電子機器 

関連事業 

システム機器 

関連事業 
計 

調整額 

（注） 

連結財務諸表

計上額 

売上高 

  

外部顧客への売上高 

  

セグメント間の内部売上高

又は振替高 

  

50,169

782

5,946

0

56,116

782

 

 

－

△782  

56,116

－

計 50,952 5,946 56,898  △782 56,116

セグメント利益 6,872 481 7,353  △2,328 5,024

セグメント資産 52,794 5,646 58,441  12,368 70,809

その他の項目  

  

減価償却費 

  

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額 

  

  

  

 

3,196

8,170  

76

43  

3,272

8,214

 

 

 

90

1,264  

3,363

9,478

セグメント間取引消去  △0

全社費用※  △2,328

合計  △2,328

全社資産※  12,994

その他の調整額  △626

合計  12,368
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    当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日） 

                                     (単位：百万円)

  

（注）１.調整額の内容は以下のとおりであります。 

    セグメント利益                      （単位：百万円） 

※全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない親会社の本社部門及び基礎研究に係る費

用であります。  

      セグメント資産                      （単位：百万円） 

※全社資産は、主に親会社での余資運用資金（現金及び有価証券）、長期投資資産（投資

有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。  

     

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。 

  

              

  光学電子機器 

関連事業 

システム機器 

関連事業 
計 

調整額 

（注） 

連結財務諸表

計上額 

売上高 

  

外部顧客への売上高 

  

セグメント間の内部売上高

又は振替高 

  

47,688

463

4,031

－

51,720

463

 

 

－

△463  

51,720

－

計 48,152 4,031 52,184  △463 51,720

セグメント利益又は損失(△) △863 82 △781  △2,411 △3,192

セグメント資産 46,790 3,612 50,403  11,973 62,376

その他の項目  

  

減価償却費 

  

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額 

  

  

  

 

3,598

8,311  

79

8  

3,677

8,311

 

 

 

107

72  

3,784

8,384

セグメント間取引消去  0

全社費用※  △2,411

合計  △2,411

全社資産※  12,334

その他の調整額  △361

合計  11,973
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前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

１．地域ごとの情報 

(1）売上高 

 (単位：百万円） 

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。  

   

  

(2）有形固定資産 

 (単位：百万円） 

  

  

２．主要な顧客ごとの情報 

 （単位：百万円） 

             

当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日） 

１．地域ごとの情報 

(1）売上高 

 (単位：百万円） 

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。  

   

  

(2）有形固定資産 

 (単位：百万円） 

  

  

【関連情報】

日本 
東南アジア 

その他の地域 合計  
タイ 中国 その他 合計 

 32,274  9,739  9,745  3,189  22,674  1,166 56,116

日本  
東南アジア その他の地

域  
 合計 

タイ 中国 ベトナム その他 合計 

  9,608  6,151  3,210  6,469  485  16,317   0   25,926

 相手先  売上高  関連するセグメント名 

  Nikon (Thailand) Co.,Ltd.   8,619   光学電子機器関連事業 

 パナソニック㈱    6,483
 光学電子機器関連事業 

  システム機器関連事業 

日本 
東南アジア 

その他の地域 合計  
タイ 中国 その他 合計 

 19,723  15,621  11,929  3,353  30,904  1,092 51,720

 日本  
東南アジア  その他の

地域  
 合計 

タイ 中国 ベトナム その他 合計 

  10,264  8,244  3,076  7,510  502  19,333   0   29,598
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２．主要な顧客ごとの情報 

 （単位：百万円） 

  

             

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

  

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

（単位：百万円）

  

 なお、平成22年４月１日以前に行われた企業結合により発生した負ののれんの償却額及び未償却残高は、

以下のとおりであります。 

（単位：百万円）

  

当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日） 

（単位：百万円）

  

 なお、平成22年４月１日以前に行われた企業結合により発生した負ののれんの償却額及び未償却残高は、

以下のとおりであります。 

                                              （単位：百万円）

  

 相手先  売上高  関連するセグメント名 

  Nikon (Thailand) Co.,Ltd.   14,199   光学電子機器関連事業 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

  
 光学電子機器 

関連事業  

 システム機器 

関連事業  
 全社・消去  合計 

 当期償却額   2  －  －   2

 当期末残高   46  －  －   46

  
 光学電子機器 

関連事業  

 システム機器 

関連事業  
 全社・消去  合計 

 当期償却額   4  －  －   4

 当期末残高   80  －  －   80

  
 光学電子機器 

関連事業  

 システム機器 

関連事業  
 全社・消去  合計 

 当期償却額   2 －  －   2

 当期末残高   43  －  －   43

  
 光学電子機器 

関連事業  

 システム機器 

関連事業  
 全社・消去  合計 

 当期償却額   4  －  －   4

 当期末残高   75  －  －   75

日本電産コパル㈱　（7756）　平成25年3月期　決算短信

- 22 -



前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

  該当事項はありません。 

   

当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日） 

  該当事項はありません。 

  

（注）１．当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失金額で

あり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。なお、前連結会計年度の潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。  

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

日本電産株式会社による当社の完全子会社化に関する株式交換契約締結の件 

  当社は、本日（平成25年４月23日）開催の取締役会において、日本電産株式会社が当社を完全子会社とするため

の株式交換を行なうことを決議し、本日同社と株式交換契約を締結しました。詳細につきましては、本日発表の

「日本電産株式会社による日本電産コパル株式会社の完全子会社化に関する株式交換契約締結に関するお知らせ」

をご覧下さい。  

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

（１株当たり情報）

  
前連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

１株当たり純資産額 761.54円  円  647.45

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり

当期純損失金額（△） 
17.03円  円  △137.86

 
前連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

当期純利益又は当期純損失（△） 

（百万円） 
1,068  △8,552

普通株主に帰属しない金額(百万円) －  －

普通株式に係る当期純利益又は 

当期純損失金額（△）（百万円） 
1,068  △8,552

期中平均株式数（千株） 62,682  62,032

  
前連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円） 50,195  43,135

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円） 
2,727  3,089

（うち少数株主持分（百万円）） (2,727) ( ) 3,089

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 47,468  40,045

１株当たり純資産額の算定に用いられた 

期末の普通株式の数（千株） 
62,331  61,850

（重要な後発事象）
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４．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 496 231

受取手形 569 401

電子記録債権 114 58

売掛金 13,239 6,889

親会社株式 － 765

商品及び製品 316 526

仕掛品 1,909 1,586

原材料及び貯蔵品 1,242 555

前払費用 30 26

繰延税金資産 1,517 325

関係会社短期貸付金 1,673 1,614

未収入金 5,079 2,917

その他 60 52

貸倒引当金 △1 △1

流動資産合計 26,247 15,950

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 2,173 3,859

構築物（純額） 293 359

機械及び装置（純額） 690 568

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品（純額） 612 650

土地 3,217 3,217

リース資産（純額） 61 311

建設仮勘定 795 24

有形固定資産合計 7,846 8,992

無形固定資産   

無形固定資産合計 22 22

投資その他の資産   

投資有価証券 2,057 627

関係会社株式 3,864 3,864

出資金 10 10

関係会社出資金 3,870 2,679

関係会社長期貸付金 246 2,408

前払年金費用 5,163 5,273

その他 57 46

貸倒引当金 △0 △1

投資その他の資産合計 15,269 14,908

固定資産合計 23,138 23,924

資産合計 49,386 39,874
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 932 367

買掛金 10,280 5,269

短期借入金 1,848 4,690

リース債務 119 148

未払金 630 455

未払費用 860 559

未払法人税等 57 43

前受金 154 169

預り金 136 128

賞与引当金 370 410

その他 0 0

流動負債合計 15,390 12,243

固定負債   

リース債務 62 201

繰延税金負債 576 780

債務保証損失引当金 17 17

資産除去債務 10 10

長期前受金 － 147

その他 48 39

固定負債合計 717 1,197

負債合計 16,107 13,440

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,080 11,080

資本剰余金   

資本準備金 12,524 12,524

資本剰余金合計 12,524 12,524

利益剰余金   

利益準備金 512 512

その他利益剰余金   

配当準備積立金 290 290

別途積立金 7,650 －

繰越利益剰余金 1,656 3,132

利益剰余金合計 10,109 3,935

自己株式 △603 △937

株主資本合計 33,110 26,603

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 167 △168

評価・換算差額等合計 167 △168

純資産合計 33,278 26,434

負債純資産合計 49,386 39,874
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（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

売上高 40,131 29,635

売上原価 35,021 27,432

売上総利益 5,110 2,203

販売費及び一般管理費 3,528 3,591

営業利益又は営業損失（△） 1,582 △1,388

営業外収益   

受取利息 14 25

受取配当金 722 1,404

固定資産賃貸料 141 167

為替差益 － 668

助成金収入 257 122

その他 57 61

営業外収益合計 1,192 2,449

営業外費用   

支払利息 9 19

固定資産賃貸費用 47 54

為替差損 81 －

一時帰休労務費 305 166

その他 0 16

営業外費用合計 443 257

経常利益 2,330 804

特別利益   

固定資産売却益 0 －

投資有価証券売却益 － 186

受取保険金 2 －

特別利益合計 2 186

特別損失   

固定資産除売却損 39 82

たな卸資産処分損 － 349

関係会社出資金評価損 － 1,191

災害による損失 777 －

事業整理損 1,387 －

事業構造改善費用 － 3,201

特別損失合計 2,204 4,824

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 129 △3,833

法人税、住民税及び事業税 68 66

法人税等還付税額 △104 －

法人税等調整額 △102 1,343

法人税等合計 △138 1,410

当期純利益又は当期純損失（△） 267 △5,243
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 11,080 11,080

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 11,080 11,080

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 12,524 12,524

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,524 12,524

資本剰余金合計   

当期首残高 12,524 12,524

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,524 12,524

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 512 512

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 512 512

その他利益剰余金   

配当準備積立金   

当期首残高 290 290

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 290 290

別途積立金   

当期首残高 7,650 7,650

当期変動額   

別途積立金の取崩 － △7,650

当期変動額合計 － △7,650

当期末残高 7,650 －

繰越利益剰余金   

当期首残高 2,488 1,656

当期変動額   

別途積立金の取崩 － 7,650

剰余金の配当 △1,099 △930

当期純利益又は当期純損失（△） 267 △5,243

当期変動額合計 △832 1,476

当期末残高 1,656 3,132
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

利益剰余金合計   

当期首残高 10,941 10,109

当期変動額   

剰余金の配当 △1,099 △930

当期純利益又は当期純損失（△） 267 △5,243

当期変動額合計 △832 △6,173

当期末残高 10,109 3,935

自己株式   

当期首残高 △167 △603

当期変動額   

自己株式の取得 △435 △334

当期変動額合計 △435 △334

当期末残高 △603 △937

株主資本合計   

当期首残高 34,379 33,110

当期変動額   

剰余金の配当 △1,099 △930

当期純利益又は当期純損失（△） 267 △5,243

自己株式の取得 △435 △334

当期変動額合計 △1,268 △6,507

当期末残高 33,110 26,603

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 304 167

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △137 △336

当期変動額合計 △137 △336

当期末残高 167 △168

評価・換算差額等合計   

当期首残高 304 167

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △137 △336

当期変動額合計 △137 △336

当期末残高 167 △168

純資産合計   

当期首残高 34,684 33,278

当期変動額   

剰余金の配当 △1,099 △930

当期純利益又は当期純損失（△） 267 △5,243

自己株式の取得 △435 △334

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △137 △336

当期変動額合計 △1,405 △6,844

当期末残高 33,278 26,434
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５.その他 
 
５－（１）役員の異動 
①代表者の異動 

    該当事項はありません。 
 

②その他の役員の異動 （平成 25 年 6 月 19 日付） 
   新任取締役候補 

氏 名 新役職名 現役職名 

 

羽 鳥 伴 彦 

取締役常務執行役員 

ＣＦＯ 

管理部門統轄 

常務執行役員 

ＣＦＯ 

管理部門統轄 

 

北 尾 宜 久 取締役 
日本電産㈱ 

執行役員 

 
退任予定取締役 

氏 名 現役職名 

 

 

渡 辺 修 一 

取締役執行役員 

管理部門統轄補佐 

経営戦略室長 

日本電産科寶（香港）有限公

司 董事長 

 
  ５－（２）執行役員の異動（平成 25 年 6 月 19 日付） 
   退任予定執行役員 

氏 名 現役職名 

 

石 原 寛 司 

 

執行役員 

経営企画部長 
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６.連結決算概要 
平成 25 年４月 23 日 

日本電産コパル株式会社 
 

平成 25 年３月期（第 77 期）連結決算概要 
 
１． 連結業績の状況                           （百万円未満切捨て） 

 
 当連結会計年度 対前期

増減率

前連結会計年度 当 第 ４ 四 半 期 対前年 
同期 
増減率 

前 第 ４ 四 半 期

自 平成 24 年４月 １ 日 
至 平成 25 年３月 31 日 

自 平成 23 年４月 １ 日
至 平成 24 年３月 31 日

自 平成 25 年１月 １ 日
至 平成 25 年３月 31 日

自 平成 24 年１月 １ 日
至 平成 24 年３月 31 日

売 上 高 
百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 百万円

51,720 △7.8 56,116 10,766 △19.5 13,381

営 業 利 益 
△3,192 
(△6.2%) －

5,024
(9.0%)

△3,036 
(△28.2%) － 

1,605
(12.0%)

経 常 利 益 
△2,067 

   (△4.0%) －
5,121

   (9.1%)
△2,325 

(△21.6%) － 
1,946

(14.5%)
当  期 （ 四 半 期 ） 
純  利  益 

△8,552 
(△16.5%) －

1,068
(1.9%)

△8,754 
(△81.3%) － 

△401
(△3.0%)

１ 株 当 た り 
当期（四半期）純利益 

円 銭 円 銭 円 銭 
 

円 銭

△137.86 17.03 △141.11 △6.37
潜在株調整後１株当たり 
当期（四半期）純利益 

  
 

－  － － －
※（ ）内は、対売上高比率 

 
２． 連結財政状態 
 

  当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

総 資 産 
百万円 百万円

62,376 70,809

純 資 産 43,135 50,195

自 己 資 本 比 率 
％ ％

64.2 67.0
１ 株 当 た り 
純 資 産 

円 銭 円 銭

647.45 761.54
営 業 活 動 に よ る 
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 

百万円 百万円

2,689 9,513
投 資 活 動 に よ る 
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △7,691 △8,511
財 務 活 動 に よ る 
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 2,105 160
現 金 及 び 
現 金 同 等 物 
期 末 残 高 5,284 7,583

 
３． 配当の状況 
 

 第 ２ 四 半 期 末 期 末 合 計

２ ４ 年 ３ 月 期 
円 銭 円 銭 円 銭

10.00 5.00 15.00

２ ５ 年 ３ 月 期 10.00 5.00 15.00

２ ６ 年 ３ 月 期 （ 予 想 ）        5.00 10.00 15.00
 
４．連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数 12 社  持分法適用会社数 －社 

＜前期末（平成 24 年３月）比の異動状況＞ 
連結  （新規） －社 （除外） －社  持分法  （新規） －社 （除外） －社 
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